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令和８年度 訪問看護ステーション事業計画（案） 

１ 事業 

（1）高齢者の医療の確保に関する法律及び医療保険各法に規定する訪問看護 

（2）介護保険法に規定する居宅サービスの訪問看護・介護予防訪問看護 

２ 目的・内容 

  在宅療養者に対して主治医が必要と認めた場合に看護師等が訪問し、療養上の世話と病状 

の観察・判断や医学的管理・診療の補助等を行う。利用者が住み慣れた家庭や地域社会の中 

で、少しでもその人らしく自立した日常生活を送ることが出来るように、心身の機能の維持 

と病状の悪化を防止し、安楽を図る等、一人ひとりの状態にあった個別的な看護サービスを 

提供する。 

サービスの提供にあたっては主治医と密接な連絡をとり、病状や障害の程度、介護者の状

況に合わせた適切なケア計画にもとづいて支援すると共に、地域のサービス事業者や関係機

関の多職種と連携を図り専門的なサービスの提供に努める。 

３ 計画 

（1）利用者のニーズに応じた訪問看護の提供 

ア 訪問看護利用者の目標 

利用者数 １，３８０人（月間目標：医療保険 ４０人、介護保険 ７５人、計１１５人） 

訪問回数１０，５００回（月間目標：医療保険３６４回、介護保険５１１回、計８７５回） 

イ 機能強化型訪問看護ステーション加算（Ⅰ）の維持  

在宅看取りの実施（ターミナルケア加算算定 医療保険２０人） 

ウ 看護体制強化加算（Ⅰ）の維持 

  在宅看取りの実施（ターミナルケア加算算定 介護保険 ５人） 

  医療依存度の高い療養者の対応（特別管理加算算定 前６ケ月で２０％以上） 

（2）看護の質の向上 

ア 事例検討会・カンファレンスの開催 

イ 職能団体などが実施する研修参加 

ウ 安全な看護サービスの提供 

訪問看護基準・訪問看護手順・マニュアルの見直し 

感染症・災害に係る業務継続計画の見直し 

事故発生時の対応・対策の検討 

高齢者虐待防止及びハラスメント対策 

エ 専門職として自己研鑽に積極的に取り組む 

（3）看護の質の評価・業務の見直し 

ア 事例検討会等を活用した看護実践の振り返り 

イ クリニカルラダーによる看護実践力の評価 

ウ 訪問看護事業所及び看護師の自己評価 

利用者満足度調査 

介護サービス情報公表制度の外部調査員による訪問調査受審 

  エ 評価を活用した業務見直し 

議題（２） 
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(4) 地域の関係機関や多職種との連携 

  ア 碧南市訪問看護ステーション連絡協議会の参画 

イ 碧南市介護サービス機関連絡協議会などに参加 

ウ 電子連絡帳などＩＣＴの活用 

（5）経営の安定化 

  ア 経営状況の確認及び対策の検討 

  イ 診療報酬・介護報酬における適切な加算算定 

  ウ 経営状況をスタッフと共有し意識向上を図る 

(6) 訪問看護の普及啓発活動 

  ア  市民病院催事に参加 

  イ 講座や会議など地域活動に参加 

ウ 訪問看護教育の実施、看護学生等の実習生の受け入れ 

(7) 働きやすい職場づくり（ワークライフバランスの推進） 

  ア 時間外勤務の削減 

  イ  休暇制度の活用 

  ウ ハラスメントの撲滅 
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令和８年度 居宅介護支援事業所事業計画（案） 

  
１ 事業 

介護保険法に基づく指定居宅介護支援事業 

２ 目的・内容 

    要介護あるいは要支援状態にある人に対して適正な居宅介護支援・介護予防支援  

（ケアマネジメント）を提供する。 

    要介護、要支援者等の依頼を受け、利用者の心身の状況、置かれている環境に応じ、 

利用者の選択及び家族等の意向に添った介護サービス計画を作成し、これに基づいた適 

切なサービスが提供されるよう介護サービス事業者などの関係機関との連絡調整を行な 

い、利用者の能力に応じた自立した日常生活ができるように支援する。 

    また、市民病院に入院中の患者様のスムーズな在宅移行に向けて、市民病院や関係機

関と連携をとり、在宅療養生活を整えるための支援を行う。 

３ 計画 

(1) 利用者のニーズにあった居宅介護支援（ケアマネジメント）の提供 

ア 居宅サービス計画（ケアプラン作成） 

利用者数：４５０人／年 ①＋②＋③ 

① 要支援１・２   ０人（介護報酬 ４，２７９円／月） 

② 要介護１・２ ２５０人（介護報酬１１，３１６円／月） 

③ 要介護３～５ ２００人（介護報酬１４，７０２円／月） 

(2) 居宅介護支援事業所の質の向上 

ア 介護支援専門員（ケアマネジャー）質向上のための研修参加 

法定研修・各種専門職団体等主催の研修 

（碧南市高齢介護課・サービス機関連絡協議会・特定事業所・碧南市民病院等） 

イ 事例検討会の開催 

ウ 各種マニュアル、感染症・災害に係る業務継続計画の見直し 

  エ 事故発生時の対応・対策の検討 

オ 高齢者虐待防止及びハラスメント対策 

（3）居宅介護支援事業所の評価・業務の見直し 

ア 事例検討会等を活用した実践の振り返り 

イ 事業所自己評価 

ウ 介護支援専門員の自己評価 

エ 保険者によるケアプランの点検 

(4) 地域の関係機関や多職種との連携 

ア 自立支援型カンファレンスに参加       

イ 介護サービス機関連絡協議会・訪問看護ステーション連絡協議会などに参加     

ウ 電子連絡帳などＩＣＴの活用 

(5) 経営の安定化 

ア 経営状況の確認及び対策の検討 
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イ 介護報酬における適切な加算算定 

 (6) 働きやすい職場づくり（ワークライフバランスの推進） 

  ア 時間外勤務の削減 

  イ  休暇制度の活用 

  ウ ハラスメントの撲滅 
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【歳　入】 単位：千円

本年度予算額 前年度予算額

１款 40,510 39,953 　前年度対比557千円（1.4％）増

１項 37,670 37,166 　訪問看護療養費　利用者　 37人／月

１目 　　　　　　　　　訪問　1人8回／月

2,840 2,787 　自己負担金（訪問看護療養費の1割）

　 　 　その他利用料（時間外利用料、交通費等）

２款 繰越金 55,000 75,000 　前年度決算剰余金

３款　諸収入 105 63

１項 １市預金利子 104 62 　市預金利子

２項 １雑入 1 1 　雑入

95,615 115,016 　前年度対比19,401千円（16.9％）減

【歳　出】 単位：千円

本年度予算額 前年度予算額

１款　訪問看護事業費 78,465 87,850

１項 １ 報酬 13,455 17,305

１目 ２ 給料 27,823 27,841

３ 職員手当等 21,716 24,952

４ 共済費 12,590 13,391

８ 旅費 256 283

10 需用費 613 521

消耗品費 229 229

修繕料 262 150

医薬材料費 122 142

11 役務費 548 612 　電話料、訪問看護事業者賠償責任保険料等

12 委託料 0 0

13 使用料賃借料 1,360 1,365

17 備品購入費 0 1,456 　車両購入費（軽自動車１台）

18 負担金 101 111 　関係機関年会費、研修会出席者負担金等

26 公課費 3 13 　消費税

２款　予備費

１項 １予備費 17,150 27,166

95,615 115,016 　前年度対比19,401千円（16.9％）減合　計

　衛生材料・診療材料

　看護衣リース、訪問看護介護システム利用料等

令和８年度　訪問看護事業特別会計予算（案）

〃

　会計年度任用職員交通費、県内旅費

　事業用消耗品、図書代等

　車検・車両点検代、車両修理代等

科　目 説　　　明

訪問看護療養費

　会計年度任用職員：看護師2人・事務員2人

　一般職：看護師 7人

　一般職：看護師 7人　任用職員：看護師2人・事務員2人

科　目 説　　　明

１訪問看護療養費

２訪問看護利用料

合　計

　前年度対比9,385千円（10.7％）減
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【歳　入】 単位：千円

本年度予算額 前年度予算額

１款　サービス収入 52,915 51,160 　前年度対比1,755千円（3.4％）増

１項 　訪問看護費収入　利用者　72人／月

１目 　　　　　　　　　訪問　1人6回／月

1 居宅サービス 　居宅サービス計画費収入

計画費収入 　　　　　　　　　利用者 450人／年

２項 　自己負担分

１目 　その他利用料　（交通費、特殊材料費等）

２款　繰入金 0 6,590 　一般会計繰入金

３款　繰越金 21,058 20,000 　前年度決算剰余金

４款　諸収入 18 10

１項 １市預金利子 17 9 　市預金利子

２項 １雑入 1 1 　雑入

73,991 77,760 　前年度対比　3,769千円（4.8%）減　

【歳　出】 単位：千円

本年度予算額 前年度予算額

１款　総務費 71,430 75,187

１項 １ 報酬　 9,365 8,907

１目 ２ 給料 24,970 28,521

３ 職員手当等 23,045 23,645

４ 共済費 11,615 12,039

８ 旅費 134 168

10 需用費 1,054 769

　 消耗品費 172 172

修繕料 882 597

11 役務費 399 315

12 委託料 0 0

13 使用料賃借料 628 588

17 備品購入費 0 0

18 負担金 220 235

２款　サービス事業費　 561 573 　前年度対比13千円（2.2％）減

１項 10 需用費 481 493

１目 　 消耗品費 280 292

医療材料費 201 201

２目 11 役務費 0 0

２項 10 需用費 80 80

１目 消耗品費 80 80 　FAXトナー、リサイクルペーパー

３款　予備費 2,000 2,000

73,991 77,760 　前年度対比3,769千円（4.8%）減　

　衛生材料、消毒薬品等

令和８年度　介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）予算（案）

科　目 説　　　明

合　計

　会計年度任用職員：看護師1人、作業療法士1人

　一般職：看護師6人

　一般職：看護師6人　任用職員：看護師1人、作業療法士1人

〃

　会計年度任用職員交通費、県内旅費

　事業用消耗品、図書代等

　物品修繕、車両法定点検及び修繕

　居宅介護支援事業者賠償責任保険料、口座振替手続料等

　看護衣リース料、すぐろくケアマネ利用料等

　関係機関年会費、研修会出席者負担金等　

　医療関係消耗品等

説　　　明

1 訪問看護費収入
41,512 39,740

5,769 6,108

1 自己負担金収入
5,634 5,312

合　計

科　目

２目

　前年度対比3,757千円（5.0％）減
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 １

令和８年１月２７日開催 市議会協議会 

協議事項（１） 

参考資料 １ 

緊急行財政対策について（報告） 

１ 目的 

 令和７年９月２４日に財政非常事態宣言を発出するとともに緊急行財政本部を設置し、

歳入確保及び歳出削減に取り組む緊急行財政対策を実施していくこととした。 

これまでの緊急行財政本部において見直しの方針が決定した事項及びその取りまとめ

状況について報告を行う。 

２ 見直しの方針が決定した事業等の概要 

 (1) 市民病院緊急経営対策の実施 

ア 重点対策項目について 

（ｱ）医師及び非常勤医師の精査 

ａ 内容 

常勤医師及び非常勤医師の配置の見直し（総合診療科、呼吸器内科、神経内

科、血液内科、精神科、小児科、産婦人科、外科及び脳神経外科等） 

ｂ 実施時期 令和８年４月から（一部診療科については令和７年度から） 

ｃ 医師数の推移見込 

区 分 令和７年度当初人数 見直し後の人数 比較 

常勤医師 ６６人 ６５人 △１人 

非常勤医師 １８．０人 １１．５人 △６．５人 

計 ８４．０人 ７６．５人 △７．５人 

※非常勤医師は常勤換算した人数 

※検討中の内容は含まず、現時点までの決定事項を見込んだ人数 

（ｲ）不採算診療科の在り方の検討 

ａ 内容 

 (a) 総合診療科の新設 

(b) 精神科及び血液内科について診療を停止 

(c) 小児科について入院診療を停止（外来診療は継続） 

(d) 産婦人科について分べんを停止（婦人科診療は継続） 

議題（３） 



 ２

ｂ 実施時期  令和８年４月から（産婦人科の分べんについては、令和８年２月

から新規分べんの受入れを停止、同年１２月末で分べんを完全停止） 

ｃ 影響額 

３００，２１７千円の改善見込（ア（ア）医師及び非常勤医師の精査におけ

る影響額も含む。） 

(a) 総合診療科の新設等による医業収益の増 ５７１，３７４千円の収入増 

(b) 診療停止等による医業収益の減 ２９４，５９０千円の収入減 

(c) 産科の分娩停止による繰入金の減 ４４，８０１千円の収入減 

(d) 人件費の削減等 ６８，２３４千円の支出減 

（ｳ）夜間救急体制の制限の検討 

    ａ 内容 

(a) 日当直医を２名体制（内科系及び外科系）から１名体制（内科系又は外科

系）へ変更 

(b) 非常勤医師の救急代務当直の縮減 

(c) 夜間帯における麻酔科医師の宿直及び待機の停止 

ｂ 実施時期 令和８年４月から 

ｃ 影響額 

２２，８８７千円の改善見込 

(a) 人件費の削減 ７２，８８７千円の支出減 

(b) 救急患者数の減少  ５０，０００千円の収入減 

イ その他の検討項目について 

(ｱ) 基準内繰入金の範囲内での事業運営 

a  内容 

(a) 地域急性期及び高齢者救急医療を中心とした入院受入体制への変更 

(b) 病棟看護配置基準の見直し（１０対１配置への変更） 

(c) 患者のＡＤＬ（日常生活動作）の改善に向けた在院日数の適正化による病

床利用率の引上げ 

ｂ 実施時期 

令和７年１１月から 

ｃ 影響額 



 ３

４０１，７００千円の改善見込（他の改善効果額は除く。） 

(a) 入院患者の受入れ増加 ４４８，５００千円の収入増 

(b) 病棟看護配置基準の見直し ２０，４００千円の収入減 

(c) ハイケアユニット入院料の取下げ ２６，４００千円の収入減 

(ｲ) 新規職員採用の一時停止 

ａ 内容 

病院事業における職員の新規採用を一時停止し、退職等に伴う人員補充は原

則行わない 

ｂ 実施時期  令和９年度新規採用から 

ｃ 影響額 

１７５，０００千円の改善見込 

人件費の削減 １７５，０００千円の支出減 

(ｳ) 医療機器の新規購入の一時停止 

ａ 内容 

医療機器の購入については、必要最低限の現有機器の更新のみとし、新規機

器の導入は原則行わない 

ｂ 実施時期  令和８年度購入分から 

ｃ 影響額 

２６，０００千円の改善見込 

医療機器購入費の抑制 ２６，０００千円の支出減（起債事業となるため

改善効果は令和１０年度から） 

（ｴ）収益増加に向けた取組み 

ａ 内容 

(a) 心臓カテーテル治療アブレーションの新設 

(b) 歯科口腔外科におけるインプラント等の料金の見直し 

(c) 分べん料、文書料等の見直し 

(d) 肺ドック、ＣＴコロノグラフティ等の単体がん検診及びその他専門的な

ドックの実施に向けた検討 

ｂ 実施時期  令和８年４月から（アブレーション治療は令和７年１１月から） 

ｃ 影響額 



 ４

２５，３１７千円の改善見込 

 （ａ）から（ｄ）までの実施による医業収益の増 ２５，３１７千円の収

入増 

ウ 病院経営の危機を踏まえた今後の国及び県からの支援 

(ｱ) 国  １３９，７２５千円の収入増（見込） 

ａ 賃上げ及び物価上昇に対する支援（新規） ４９，７２５千円の収入増 

ｂ 救急に対応する病院への支援（新規） ９０，０００千円（救急車受入れ台

数により補助額が異なる。）の収入増 

(ｲ) 県  １７，３４０千円の収入増（見込） 

ａ 光熱費高騰に対する支援（継続） １３，５１５千円の収入増 

ｂ 食材費高騰に対する支援（継続） １，７８５千円の収入増 

ｃ 診療経費等の高騰に対する支援（新規） ２，０４０千円の収入増 

エ 影響額の推移について 

アからウまでに掲げた検討項目実施に伴う影響見込み   （単位：千円） 

区 分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

増収見込 157,065 753,694 811,366 

削減見込  69,660 243,234 

影響額計 157,065 823,354 1,054,600 

  


